
資料は主に内閣府作成
資料より作成 



公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力
及び技術的能力を活用して行う新しい手法 
民間の資金、経営能力、技術的能力を活用することにより、国や
地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公
共サービスを提供できる事業について、PFI手法で実施 
 １９９２年 メージャー政権下のイギリスで導入始まる。 
 サッチャー政権からの行財政改革の流れの一環。 
 ＥＵ統合に向けた財政健全化のため国有企業を民営化し、ＰＦＩを導入した。
（公共事業全体の約１５％、１７％のコスト削減と見込まれる） 

日本では、１９９９年７月 議員立法により「民間資金等の活用に
よる公共施設等の整備等の促進に関する法律」(PFI法)が制定 
 自治体での導入、特に公共施設の建設への導入が多い。（自治体が発注
者として公共事業に導入するものであり、民営化とは異なる。） 

 PFIの導入により、国や地方公共団体の事業コストの削減、より
質の高い公共サービスの提供を目指す 
 



① 国民に対して低廉かつ良質な公共サービスが提供
されること 

 

② 公共サービスの提供における行政の関わり方が改
革されること 

 

③ 民間の事業機会を創出することを通じて経済の活
性化に資すること 

 



 国 

 地方公共団体 

 特殊法人等の公共法人 

 特定事業 

 公共施設等の整備等に関する事業（※）（PFI法2条1項、2項） 

 「公共施設等」－公共施設、公用施設、公益的施設、観光施設、研究施設など 
 公共施設：道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、 下水道、工業用水道等 

 公用施設：庁舎、宿舎等 
 公益的施設等：公営住宅、教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生保護施

設、駐車場、 地下街等 

 その他：情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設、 観光施設、研究施設 

 「公共施設等の整備等」=公共施設等の建設、製造、改修、維持管理若しくは運営又はこれら

に関する企画をいい、国民に対するサービスの提供を含む。 



 分割発注 

    ⇔一括発注 

 

 

 仕様発注 

    ⇔性能発注 

 





 プロジェクト・ファイナンス 

  ＝企業の信用力に頼らず、事業が生み出す信用力を担保に融資を受ける資金調
達方法。 

   プロジェクトから生み出される収益（キャッシュフロー）から利払い、返済がされる
という原則で融資が行われる。 

 
 ｃｆ）コーポレート・ファイナンス 

  ＝企業の信用力を担保に融資を受ける資金調達方法。企業の持つヒト、モノ、カ
ネ、全体が信用力となる。 

 
 事業実施主体と金融機関は、SPCの破綻に備えて、直接協定を結ぶ。 
 協定の内容：要求水準の未達の場合など一定の場合の相互の通知義務、SPCの発行株
等の担保権の設定に対する自治体の承諾 等 

 









 PFI法の規定 
 1) 「特定事業を実施する民間事業者を公募の方法等により選定するものとする。」（PFI

法7条1項） 
 2) 「原則として価格及び国民に提供されるサービスの質その他の条件により評価を行

うものとする。」（PFI法8条2項） 
 

 留意事項（基本方針） 
 「公平性原則」にのっとり競争性を担保。「透明性原則」に基づき透明性を確保。 
  できる限り民間事業者の創意工夫が発揮されるよう留意。 

 

 ※ 総合評価一般競争入札 

  ＝価格その他の条件を総合的に評価して、発注者にとって最も有利なものをもって申
し込みをした者を落札者とできる一般競争入札。（自治令§167条の10の2） 

 



 事業契約の締結 
 当事者間の権利義務等について具体的かつ明確に取り決めておく。 
 ex. 提供されるサービスの内容と質、当事者間の権利義務等、 
   モニタリング、実施状況等の報告など 

 
 リスク分担 
 「リスクを最もよく管理できる者が当該リスクを分担する」のが原則。 
 ex. 不可抗力、物価、金利、為替レート、税制の変更、 
   関係法令の変更、許認可の取得等 

 
 地方公共団体の議会の議決（PFI法9条） 

 特定事業に係る契約で、その種類及び金額について一定の基準に該当するも
のを締結する場合には、あらかじめ議会の議決が必要。 
 都道府県 5億円、指定都市 3億円、市 1億5千万円、町村 5千万円 

 

























（１）公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業 ：２～３兆円 
  ＜具体的取組＞ 
  ○ 空港、上下水道事業における運営権制度の積極的導入 等 
   

（２）収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収するＰＦＩ事業等 ：３～４兆円 
  ＜具体的取組＞ 
  ○ 高速道路（特に大規模改修が必要な首都高）など、公共施設の維持・更新にＰＰＰ的手法の 
     導入検討 等 
 

（３）公的不動産の有効活用など民間の提案を活かしたＰＰＰ事業 ：２兆円 
  ＜具体的取組＞ 
  ○ 民間提案に係るガイドラインの発出や提案窓口の整備 
  ○ 政府横断的な案件形成支援のため、英国のInfrastructure UKを参考とした官民連携体制の構築 等 
 

（４）その他の事業類型（業績連動の導入、複数施設の包括化等） ：３兆円 
  

 ＜（１）～（４）の類型を通じた具体的取組＞ 
 〇 PPP/PFIの抜本改革に重点的に取り組む各省庁及び地方公共団体に対する適切な評価を踏まえた 
    各種補助金・交付金の重点化 等  

10～12 
 兆円

※ 

※事業規模目標については、民間の提案、イニチアチブを最大限尊重することから、具体の事業計画を精緻に積み上げたものではなく、 
 各府省による取組の推進やインフラ投資市場の活性化等が図られることを前提に、官民で共有するべきものとして設定したものである。 

民間と地域の双方にとって魅力的なＰＰＰ／ＰＦＩ事業として、今後１０年間（平成２５～３４年）で１２兆円規模に及ぶ下
記の類型による事業を重点的に推進することとし、目指す類型ごとの事業規模及びその推進のための具体的取組は、
下記のとおり。 

（参考） 
 ○ 我が国におけるPFI法制定後のPFI事業の実施状況（平成11年度～24年度） 

418件（実施方針を公表した件数）、契約金額約4兆1千億円 
 ○ 世界の空港での直近18年間のコンセッションの状況（1995年～2012年） 

24件、1,074万ドル（約10兆円） 
 ○ 英国における直近10年間の上下水道、空港等のPPP/PFI事業（2003年～2012年） 

約2兆円  

24 

        PPP/PFIの抜本改革に向けたアクションプラン（概要） 平 成 2 5 年 6 月 6 日 
民間資金等活用事業推進会議 





◎運営権２．２兆円で売却＝４５年間、民間ノウハウ導入―関空・伊丹 
 

 関西国際空港と大阪国際（伊丹）空港を保有する新関西国際空港会社は２５日、両空港
の運営権を民間に売却する入札の実施方針を公表した。運営期間は４５年間で、全額を同
期間で均等払いする場合の最低落札価格は約２．２兆円に設定。同社が抱える約１．２兆
円（３月末）の負債を返済するとともに、民間ノウハウの導入で経営を効率化する。 

 国土交通相の承認を経て２０１５年６月に優先交渉権者を選定し、９月に契約を結ぶ。空
港の土地や建物の所有権を国１００％出資の新関空会社に残したまま、１６年１月に運営
権を民間に移す計画だ。大型商業施設などの運営経験を持つ事業会社や、金融機関・投
資ファンドで構成する企業集団の応札を見込んでいる。  

 国交省で記者会見した安藤圭一社長は「経営の自由度が増して、戦略的な料金設定が
可能になる」と述べ、着陸料の引き下げにつながることへの期待を示した。さらに、金額以
外の選定基準について「安全・安心が圧倒的なウエートを占める」と強調し、空港の地元と
の良好な関係も求めた。 

 太田昭宏国交相は同日の閣議後記者会見で、入札資格について「日本企業に限定する
ものではない」と述べ、外資参入を容認。安藤社長も「ノウハウを持つ外資が参加しないと
難しい」と語った。（了） 

（２０１４年７月２５日 時事通信） 
 



 2014年12月5日 日経新聞 
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 ・「市場化テスト」は、「民でできるものは民へ」の具体化や公共サービスの質の維

持向上・経費の削減等を図るためのツール 

 官の世界に競争原理を導入し、官における仕事の流れや公共サービスの提供の

在り方を変えるもの。 

 公共サービスについて、「官」と「民」が対等な立場で競争入札に参加し、価格・質

の両面で最も優れた者が、そのサービスの提供を担う仕組み 

  → 競争環境をつくり出すことで、公共サービスの質の向上とコスト削減を目指す。 

 民間事業者が落札した場合でも、公共サービスの民営化ではなく、「委託」 

 「公共サービス」が対象    cf. 「公の施設の管理」「公共施設等の整備等」 

 アメリカ、イギリス、オーストラリアなどで既に実施済み。 

 











 官民競争入札及び民間競争入札の導入決定事業数 
  ・・・３２４事業 

 

 事業の経費削減効果 
  ・・・１年当たり約２１１億円 

     （約７１９億円→約５０８億円 ３割弱の削減） 

 

 平成２５年度に新たに選定された事業の規模 
  ・・・約１０７億円程度 



主な対象事業（国） 
 
  平成２６年７月時点で実施している主な事業 
  ※は公共サービス改革法に基づく特例により民間委託が可能となった事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※ 国民年金保険料収納事業（日本年金機構） 
○ 全国３１２箇所の年金事務所全てで事業を実施中 
・納付率については改善傾向が見られるものの、引き続き納付督励の頻度や方法について検討を求めるとともに、適切な事業
運営やリスク管理の徹底を行うため、民間事業者への教育方法実施体制のあり方について検討を求めた。 

◆ 経費削減効果：１２６億円（１８１億円→５４億円） 

※ 登記事項証明書等の交付等（法務省 登記所） 
○ 全国４１９箇所の登記所について事業を実施中 

◆ 経費削減効果：４８億円（１１０億円→６２億円） 

※ 刑事施設の運営業務（法務省） 
○ 刑事施設の運営業務の一部について事業を実施中 

統計調査 
○ １８調査について事業を実施中 
・消費動向調査 
・科学技術研究調査 
・社会福祉施設等調査    等 

◆ 経費削減効果：４億円 （１５億→１１億円） 

施設管理・運営業務等 
○ 霞ヶ関一般庁舎等の施設管理 
○ 各府省が所管する研修所等の施設管理 

◆ 経費削減効果：３億円 （２０２億→１９９億円） 











地方公共団体の市場化テスト 
• 公務員が実施することが想定されている、法３４条に基づく窓
口６業務（※２）について、公務員が配置されていなくても、法
に基づく市場化テストを実施することで、民間事業者に住民
票の写し等の交付の請求の受付、引渡しを委託することが
可能。 
※２ 法３４条に基づく窓口６業務 
   ①戸籍謄本等、②納税証明書、③外国人登録原票の写し等、 
   ④住民票の写し等、⑤戸籍の附票の写し、⑥印鑑登録証明書 
 

• 法令の特例を講ずる必要のない業務については、地方自治
法に基づき、規則等を定めて、官民競争入札等を実施するこ
とが可能。 
 

• 長野県南牧村、東京都、大阪府等、13箇所で市場化テストを
実施（窓口業務、職業訓練、職員研修、庁舎管理等） 

 



  

属性 
  

          対象外範囲 

  

  
  
  
  
司書の技能・知識・経

験 を必要とする業務 

・資料の収集方針 
・選書（見計らい、資料選択、寄贈依頼・決定） 
・資料管理方針、書架整理計画、蔵書点検計画、資料調査 
・資料保存計画 
・レファレンスサービス（文献調査、事実調査、所在調査の一部） 

※  司書の技能・知識・経験を必要とするもの 
平成20年度実績238,666件うち26,167件 

・大阪資料・古典籍サービス 

  

市町村図書館等との

連 携・支援に関する

業務 

  
・協力支援、協力貸出、運営支援、職員研修等 

  
  
  

  
行政施策の推進に関

する 業務 

  

・政策立案支援サービス 
・子どもへのサービス 
・障がい者へのサービス 
・ビジネス支援サービス 
・学校等支援 
・生涯学習事業の企画、関係機関・団体等との連絡調整 
・広報計画、調整 

  
館利用規則による館

長権 限 

  
・利用者サービスのルール・マニュアル策定等 
・撮影許可、特別貸出、貴重書閲覧許可、所蔵証明等 

＜基幹業務＝対象外と考えられる行為が含まれる業務＞ 
 
 

 大阪版市場化テストの対象範囲  
 

区 分 

 

対 象 業 務 

 
 
 
資料の収集・整理・保存業務 

・選書（発注・受入登録） 

・書誌・所蔵データの管理 

・帳簿管理、移管・除籍等処分 

・資料納品チェック 

・マーク作成、資料装備（バーコード、フィルムコート等） 

 
 
 
所蔵資料管理業務 

 

・開架資料管理・書庫内資料管理（書架整理） 

・蔵書点検作業 

・資料保存（修理、合本製本、マイクロ化） 
 
 
 
 
 
 
 
利用者サービス業務 

 
・総合利用案内（カウンター） 

・利用者登録（カウンター） 
・資料貸出（閲覧）・返却・予約処理（カウンター） 
・オーディオ・ビジュアル（ＡＶ）室運営（貸出・返却等カウンター、 
機器管理等） 

・書庫出納 
・レファレンスサービス（利用案内、所蔵調査、所在調査の一部） 
※  平成20年度実績238,666件うち212,499件 

・利用者端末・新聞閲覧室・研究室運営、複写サービス 
・延滞催告、紛失本処理 

 

 
市町村図書館等との協力・

支援業務 

 
・協力貸出（受付、集配、仕分け） 

・協力搬送車（両館シャトル車含む）運行 

 
生涯学習事業 

 
・生涯学習事業の実施 

 
広報・展示等 

 
・ホームページ・メールマガジン、各種案内、広報・展示等の実施 

 



選定される事業の規模が小さい 

官民競争入札が少ない 

多数の余剰人員が生じる可能性がある場合、公務員の処遇
が問題 

安値で落札される場合、対象公共サービスの質の低下等の
弊害が生じる 

公共サービスの業務フロー、コスト等の情報が十分に整理さ
れておらず、事前準備の負担、情報の不足が生じている 

自治体が法に基づく入札を実施した件数が少ない。特例対象
業務が限られていること、実施方針・実施要項の作成、合議
制の機関の運用の負担が大きいことが影響 

省庁が消極的なので、政治のコミットメントが不可欠 
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 各府省が、自らその政策の効果を把握・分析し、評価を行うことにより、
次の企画立案や実施に役立てる制度（国の場合） 

 

 Plan （企画立案） 

See （評価） Do （執行） 



 行政改革会議最終報告（平成9年12月） 

５ 評価機能の充実強化 

 (1) 評価機能の充実の必要性 

  ① 従来、わが国の行政においては、法律の制定や予算の獲得等に重点
が置かれ、その効果やその後の社会経済情勢の変化に基づき政策を
積極的に見直すといった評価機能は軽視されがちであった。 

  ② しかしながら、政策は実施段階で常にその効果が点検され、不断の見
直しや改善が加えられていくことが重要であり、そのためには、政策の
効果について、事前、事後に、厳正かつ客観的な評価を行い、それを政
策立案部門の企画立案作業に反映させる仕組みを充実強化することが
必要である。 

  ③ また、評価機能の充実は、政策立案部門と実施部門の意思疎通と意見
交換を促進するとともに、その過程において政策立案部門、実施部門の
双方の政策についての評価や各種情報が開示され、行政の公正・透明
化を促す効果があることも忘れてはならない。 

 



 基本的な内容 
 ①各府省が自ら評価 

 ②政府全体で基本方針を策定、各府省は中期的な基本計画及び１年
ごとの実施計画を策定、結果については評価書を作成・公表 

 ③総務省は各府省の政策について評価を実施 
 
 目的 
 国民本位の効率的で質の高い行政を実現 
 国民の視点に立ち、成果重視の行政を実現 
 国民に対する行政の説明責任を果たす 



政策評価の観点 



政策の体系図（イメージ） 



厚生労働省の例 



【事業評価方式】 

 個々の事業の採択前に、その採否・選択などに役立てるため、期待される政策効果や
要する費用等を推計・測定。 

 政策の目的が国民や社会のニーズ、上位の目的に照らして妥当か、行政が担う必要が
あるか、費用に見合った政策効果が得られるかなどの観点から評価。 

 必要に応じ、政策の実施後、事前の評価内容を踏まえて、改めて検証。 

 

【実績評価方式】 

 施策を決定する際に、不断の見直しや改善に資するため、施策の目的と手段の対応関
係を明示しながら、政策効果に着目した達成すべき目標を設定。 → 「アウトカ
ム」に着目した目標が基本 

 その後、この目標に対する実績を定期的・継続的に測定。 

 目標期間が終了した時点で、目標期間全体における取組や最終的な実績などを総括し、
目標の達成度合いについて評価を実施。 

 

【総合評価方式】 

 政策（施策・事務事業）の決定から主に一定期間経過後、特定のテーマについて、政
策効果がどのように現れているかを様々な角度から掘り下げて分析し、問題点を把握、
原因を分析。 

評価の方式 



行政活動に投入された資源（「インプット」、いくら予算を注ぎ込ん
だかなど）により行政が産出したサービスを通例「アウトプット」
（道路を何km 作ったかなど） 
 
行政活動から産出されたサービスによりもたらされた成果を「ア
ウトカム」（道路の渋滞がどれだけ減ったかなど） 
 
アウトカムには、政策によってもたらされる国民の利便や環境へ
の負荷といったプラス面及びマイナス面の両方が含まれる 
 
実績評価方式においては、「いつまでに、何について、どのよう
なことを実現するのか」をわかりやすく示すアウトカムに着目した
目標を設定することが基本 



評価の方式 



各評価方式の例 

  



各評価方式の例 



政策評価と予算の連携のための取組 



 導入状況 

 都道府県及び特例市以上の市ではほぼ全団体、またその他の市区でも８
割以上の団体で導入されている。一方、町村での導入は約１／３にとどまっ
ている。  

 都道府県・指定都市では平成15年度以前に導入、市区町村では平成２０
年度以降に導入している傾向。  



 行政評価の実施体制 

 内部評価のみの団体が半数以上であり、その他の団体は内部評価と
外部評価の双方を実施している。指定都市では、内部評価と外部評価
を併せて実施しているところが７割を超える。 

 
 
 
 
 

 外部有識者による評価は、行政評価を導入している団体のうち、４割
で実施している。  
 



• 行政評価の対象 
 ほとんどの団体で、政策－施策－事務事業の各段階のうち事務事業を評価
対象としている。 
 また、約５割の団体では、２段階又は３段階を評価対象としている 



 行政評価を導入している団体のうち、約７割が評価結果を予算要求等に反映している。
また、そのうち９割以上が予算査定等においても評価結果を反映している。 

 

 
 

 その他の活用方法としては、継続中の事務事業の見直しや総合計画等の進行管理に
活用されている団体が多い。また、当該年度の事業の執行や定員管理の要求・査定の
参考にもされている。 

 



 

 行政評価を導入している団体のうち、都道府県、中核市以上の市では
９割以上の団体、またその他の市区でも約８割の団体が行政評価の
結果を公表している。   



 行政評価の成果としては、「成果の観点で施策や事業が検討された」
「職員の意識改革に寄与した」ことに意義を見出している団体が最も多
かった。 

 ６割程度の団体は事務事業の廃止や予算の削減につなげている。また
半数程度の団体は、個別事業の有効性・効率性の向上につなげている。 

 一方で、住民の関心の高まり、議会での議論の活発化、職員の企画立
案能力の向上という面ではいま一つ成果が見られていないと考えられる。 



 行政評価における課題としては、８割弱の団体が指摘しているのが、「評価
指標の設定」の困難さである。また、行政評価事務の効率化も課題といえ
る。 

 予算編成へどのように活用していくのかという点も７割の団体が課題として
認識している。 

 職員の意識改革、長期的な方針・計画との連携等も半数以上の団体で課
題となっている。 



資料は主に総務省作成
資料より作成 



地方公共団体において新たに工夫している行政改革の取組みについて 

※１団体複数回答可 

・ 平成23年度より「地方公共団体における行政改革の取組状況に関する調査」を毎年実施。 
   調査内容：地方公共団体における行政改革にかかる計画・方針の有無、公表状況等を調査。 
   調査時点：平成25年10月１日 
   調査対象：全地方公共団体（都道府県、市区町村） 
 

・ 平成25年度調査では、これまでの調査項目に加え、「地方公共団体において新たに工夫
している行政改革の取組」についても調査。 

・ 具体的な取組内容等を、次頁以降において紹介。 

１ 

地方公共団体における行政改革の取組について 

（単位：団体）

都道府県 指定都市 市区町村 合　　計
回答団体に
占める割合

44 18 1,478 1,540

地域における協働の推進 11 7 431 449 29.1%

業務改善の取組 35 9 475 519 33.7%

民間委託等の推進 26 14 479 519 33.7%

組織、マネージメントの見直し 37 9 470 516 33.5%

人材育成の推進 30 8 377 415 26.9%

ＩＣＴの活用 16 7 162 185 12.0%

資産・債務改革 16 9 160 185 12.0%

その他 10 4 127 141 9.1%

回答団体数



地方公共団体における新たな行政改革の取組の動向 

・事務事業の抜本見直し 
 ・ＩCＴによる事務の効率化 
  ・窓口のワンストップ化 など 
        

 ・成果志向の人事評価制度 
・戦略的な人材育成 など 

・多様な徴収確保策 
 ・ファシリティマネジメント など 

  ・指定管理者制度の広範な 
  活用 
 ・企業・コミュニティとの協働  
               など 

＜環境変化に即応した行政改革の取組＞ 

Ⅰ．業務の 
見直し（P３） 
 

Ⅱ．歳出・歳入/ 
資産・債務管理 
    （P４） 

Ⅲ．組織・人材 
マネジメントの 
見直し（P５） 

Ⅳ．アウト 
ソーシング 
の推進（P６） 

２ 

○ 地方公共団体においては、これまで継続して取り組んできた「適正な給与・定員管理の推進」に加え
て、次のような環境の変化に即応した新たな取組が広がっている。 

 



Ⅰ．業務の見直し 

○ 地方公務員数の純減が続く中で、業務の効率化によって捻出した人的・財政的リソースを仕事の質の
向上に充てていく発想が求められている。 

○ このため、「窓口のワンストップ化」や「ＩＣＴによる事務の効率化」、 「事務事業の抜本見直し」等の取組
が進められている。 

 

〈事務事業の抜本見直し〉 〈窓口のワンストップ化等〉 〈ＩＣＴによる事務の効率化〉 
【北九州市の取組】 
・ ＩＣＴを活用したワンストップ窓口の 
導入 

 ⇒ 市民課・福祉担当課の複数の
課で行っていた手続が、ワンス
トップ化により約25分短縮 

【大分県の取組】 
・ 子育てに関する相談窓口を一本化 
 ⇒ 早い段階での適切な助言・支援

を実施 
    24時間365日体制で相談数は

増加 

【新潟市の取組】 
・ 各種市税等の納付にコンビニ収納
及びマルチペイメントネットワーク収納
を導入 

 ⇒ 従来の納付書での納付に代え、
約35％（約52万件、Ｈ24）がコンビニ
収納等を活用 

     窓口業務の負担の軽減 

 【御前崎市（静岡県）】 
 ・ タブレット端末等を利用したリモート

デスクトップ の導入 
⇒ 出張先での報告書作成やメール

のチェックなど空き時間の有効活用 

【山形県の取組】 
・ 全事務事業を対象に見直しを実施 
 ⇒ 67事業を廃止、171事業を見直し 

 削減効果額は、約14.4億円 
 削減時間数は、約1.3万時間 

【墨田区の取組】 
・ 行政評価制度等を活用した事務事
業の見直し 

 ⇒ 評価結果等を基にした再編整理
により事務事業の最適化 
削減効果額は、約3.4億円 

※ ネットワークを経由して２台のコンピュータを接続する 
技術の総称 

※ 

＜墨田区マネジメントサイクルのイメージ＞ 

３ 



Ⅱ．歳出・歳入／資産・債務管理 

○ 国・地方を通じた厳しい財政状況のもと、地方公共団体においても歳出削減だけでなく、歳入増加や、
利用ニーズの変化を見据えた資産・債務管理が求められている。 

○ このため、「多様な徴収確保策」や「ファシリティマネジメント」等の取組が進められている。 
 
 
 

〈多様な徴収確保策〉 〈ファシリティマネジメント 〉 

【香川県の取組】 
・ 県有施設約700を点検・診断し、データを一元管理 
 ⇒ 長期的視点に立った改修・修繕により建物の長寿命化

を推進 
また、県有施設の省エネルギー化の推進により、維持

管理費の縮減 

【浜松市の取組】 
・ 全市有施設約2,000の施設評価を行い、データを一元化 
 ⇒ 利用者等のアンケートも実施、施設評価の実施や公共

施設再配置計画作成に活用 
施設廃止を中心に平成26年度までに383施設の削減

見込み                                                                  

 
 
              

【静岡県の取組】 
・ 周辺自治体と滞納整理機構を設立。県・市町の徴収困難
な徴収事務を一括して実施 

 ⇒ 徴収効果は約５億円 

・ 軽自動車税の申告書を一元的にデータ化し、市町にその
データを配布するシステムを構築 

 ⇒ 市町の事務負担の軽減により、約1.7億円の人件費等
を削減 

【松本市（長野県）の取組】 
・ 市税コールセンターを設置し、電話による自主的納付の
呼びかけ業務を民間へ委託 

 ⇒ 納付忘れによる滞納者数の減少で、収納率の向上 
 職員が困難な業務に携る時間が確保され、滞納処分
実施件数が増加           

※ 企業、団体等が、組織活動のために施設とその環境を総合的に企画、管理、活用する 
 経営活動 

※ 

４ 

＜松本市市税収納率（Ｈ２０～Ｈ２４）の推移について＞ 



Ⅲ．組織・人材マネジメントの見直し 

○ スリムな行政体制の下でも、住民には質の高いサービス提供を維持していくため、職員の能力を最大
限に引き出しうる人事管理や人材育成、組織編制等が求められている。 

○ このため、「成果志向の人事評価制度」や「戦略的な人材育成」等の取組が進められている。 
 
 
 

〈成果志向の人事評価制度〉 〈戦略的な人材育成〉 

【群馬県の取組】 
・ 人事管理部門による選抜型の研修を実施 
 ⇒ 選抜目的に応じた研修を企画・実施することにより、

将来必要とされる能力・心構えを強化 

【宮古市（岩手県）の取組】 
・ 従来のＯＪＴ研修に加え、メンター制度 を導入 
 ⇒ 他部署の職員をメンターとして専任し、指導や助言、

定期的な面談の実施 
組織全体での教育環境強化を推進 

【広島県の取組】 
・ 管理職員から一般職員まで一貫した目標管理・評価シス
テムの導入 

 ⇒ 業務の執行計画に加え、全職員が目標を設定し業務
を遂行することにより、ミッションを明確にし、組織パ
フォーマンスの向上 
評価を勤勉手当や昇給に反映させる給与制度の導入

により職員のやる気と成果の向上          

※ 豊富な知識と職務経験を有する先輩職員（メンター）が、後輩職員（メンティ）に対して 
 行う個別支援活動 

※ 

５ 



Ⅳ．アウトソーシングの推進 

○ 行政が有するリソースを、民間の活力やノウハウの活用により住民サービスの向上に充てていくことが
求められている。 

○ このため、「指定管理者制度の広範な活用」や「企業・コミュニティとの協働」等の取組が進められている。 
 
 
 

〈指定管理者制度の広範な活用〉 〈企業・コミュニティとの協働〉 

【佐賀県の取組】 
・ 県の既存事業だけでなく、新たに取り組む事業も対象に
協働化テスト の実施 

 ⇒ 県民からの提案を原則「ＹＥＳ」で判断。その結果平成
24年度には提案事業70件全てを採択 
公共サービス担い手の多様化による住民サービスの

向上 

 

【富山県の取組】 
・ ＮＰＯと行政・企業が地域ぐるみで実施する県政の重点戦
略に沿った地域活性化の取組を推進 
（例）新幹線開業に向けた地域活性化事業 

⇒  ＮＰＯのノウハウを活用することによる地域の活性化 
ＮＰＯと行政・企業との協働により県の施策の推進に

つながり、今後の行政運営のスリム化に寄与 

※ 

６ 

【東京都の取組】 
・ 青山葬儀所の指定管理者に生花事業者を中核とする企
業グループを指定 

 ⇒ 施設に花の装飾を施すなど独自のノウハウを活かし
た運営で質の高いサービスの提供 

・ 指定管理者における個人情報保護の対応 
⇒ 条例等で個人情報の取扱いに関する必要な措置を義

務付け、また個人情報の管理状況が適切に行われてい
るかも含め評価するなど個人情報の適正な管理の確保 

【大阪府の取組】 
・ 外部委員による評価委員会を活用して指定管理者制度
を導入している施設のモニタリングを強化 

 ⇒ 住民のニーズに合致した質の高いサービスの提供と
効率的な施設運営の推進 

 
 
 
 
 
 
 
  ③ヒアリング       ②報告 

                                ⑥必要に応じて 

ヒアリング等 

 
⑤評価結果を報告 

 

⑧指摘・提言 

 

 

 

指定管理者 

施設所管課 指定管理者評価委員会 

① 自己評価 

⑨対応方針策定 ⑦ 評価の内容について点検 

④評価 

＜大阪府指定管理者のモニタリングの流れについて＞ 

※ 行政の行う業務を対象に、民間事業者等から広く提案を募り、公共サービス提供の多様
化を図る取組 
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